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研究要旨  
背景：成育基本法の基本方針において、わが国における今後の課題の一つとして「父親の孤立」が 
挙げられた。その課題解決に資するために、本研究班では、わが国の父親支援事業の推進に向けて、

日本の父親の健康・生活実態把握、自治体における父親への支援の状況の収集・把握、自治体にお

ける父親支援事業の実施に向けた資料・マニュアル作成をおこなうことを目的に、①父親の健康や

生活実態、育児参加に関する研究、②基礎自治体における父親への育児支援の実施状況に関する研

究、③父親の育児支援マニュアルに関する研究、④ポピュレーションアプローチの視点からの父親

支援推進に向けた研修とその資材開発に関する研究、の 4 つの研究をおこなった。 
方法：4 つの研究において、それぞれ、①厚生労働省や総務省の政府統計および JACSIS 研究のデ

ータを用いた二次データ解析をおこなった。②全国の市区町村の母子保健担当部署を対象に、父親

支援事業の実施状況とその阻害・促進要因に関する質問票調査をおこなった。③北米における父親

支援プログラムの概観をおこない、その他の先行研究なども参考に、父親支援マニュアルの骨子を

作成した。④新たにポピュレーションアプローチの視点からの父親支援推進に向けた研修資材の開

発をおこなった。 
結果：①乳幼児がいる世帯における父親と母親の健康状態のコロナ禍前後の比較、父親の生活時間

に関する分析、多胎児世帯における父親の状況、父親の周産期の IPV 被害と家庭におけるこどもへ

の虐待関連行動、の 4 つのテーマについて解析をおこなった。②全国 1741 の自治体のうち、613（回

収率 35.2%）通の有効回答を得て、全体の 10.3％が主な対象を母親ではなく父親とする育児支援事

業を実施していることを示し、2019 年時点よりも増加していることを示した。③北米の 19 のプロ

グラムの内容を整理し、ポピュレーションアプローチとハイリスクアプローチに大別できることを

確認した。また、父親支援事業を推進するためのマニュアルの骨子を作成し、分担して執筆を進め

た。④ポピュレーションアプローチに関する研修とそのための資材を開発し、実際に使用と修正を

重ねた。 
考察：自治体における父親支援の推進に向けて、エビデンスの創出や自治体の実施状況の更新、マ

ニュアルなどの資材作成が順調に進んだ。来年度以降、より多くの自治体で父親支援の取り組みが

始められるように、多くの自治体および担当者と連携し、資材開発と情報発信や、現場のニーズの

把握などを深めていく必要があると考えられる。  
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Ａ．研究目的 
令和元年に「健やか親子２１（第２次）」の中

間評価等に関する検討会による報告書に、父親の

産後うつが課題であることが記されたことを端

緒に、わが国の父親支援への理解や認識は急速に

広まってきている。令和 3 年には成育医療等の提

供に関する施策の総合的な推進に関する基本的

な方針（以下、成育医療等基本方針）の「成育医

療等の現状と課題」における 15 の健康課題（令

和 5 年時点では 16）のうちの 1 つに「父親の孤

立」が挙げられ、父親も支援される立場であるこ

とが明記された。令和 2 年度から 3 年間実施され

た先行の研究班では、父親支援の意義や必要性を

示すエビデンスの創出に力を入れ、政府統計を用

いて父親の健康状態や家事・育児をすることに関

するエビデンス創出や、都道府県や市区町村の父

親支援事業の実施状況やその阻害・促進要因の同

定、父親支援の好事例集の作成、介入プログラム

のモデル構築と評価などをおこなってきた。 
本研究班では 3 年間をかけて、これまでに積み

上げてきた経験や自治体との関係性、収集した資

料やデータを最大限に活かしながら、わが国の父

親支援事業の推進に向けて、日本の父親の健康・

生活実態把握、自治体における父親への支援の状

況の収集・把握、自治体における父親支援事業の

実施に向けた資料・マニュアル作成をおこなう。

これらの活動を通じて、様々な種類の資料・エビ

デンスの整理・創出をおこない、わが国の父親支

援の活性化と EBPM の推進、父親とその家族の

Wellbeing の向上に貢献することを目指している。 
初年度には、以下の 4 つの研究をおこなった。 

課題１：父親の健康や生活実態、育児参加に関す

る研究 

課題２：基礎自治体における父親への育児支援

の実施状況に関する研究 
課題３：父親の育児支援マニュアルに関する研

究 
課題４：ポピュレーションアプローチの視点か

らの父親支援推進に向けた研修とその資材開発

に関する研究 
 
Ｂ．研究方法 
１．父親の健康や生活実態、育児参加に関する研

究 
 厚生労働省が実施している国民生活基礎調査

の健康票および世帯票、総務省が実施している社

会生活基本調査の調査票A、インターネットコホ

ート（JACSIS研究）の横断データ（パートナー票）

を用いて、二次データ解析をおこなった。解析テ

ーマは、①乳幼児がいる世帯における父親と母親

の健康状態のコロナ禍前後の比較、②父親の生活

時間に関する分析、③多胎児世帯における父親の

状況、④父親の周産期のIPV被害と家庭における

こどもへの虐待関連行動、の4つとした。 
 
２．基礎自治体における父親への育児支援の実施

状況に関する研究 
 令和5年9月から11月にかけて、全国の1,741の
自治体における母子保健担当部署の課長クラス

の職員を対象に、郵送留め置き法による自記式ア

ンケート調査を実施した。調査票を説明文書とと

もに送付し、返信用封筒によって回答済みの調査

票を返送してもらった。 
 
３．父親の育児支援マニュアルに関する研究 
 父親の育児支援マニュアルの作成に向けて、カ

ナダ・アメリカの北米の父親支援プログラム・マ

ニュアルの収集と、わが国における父親支援マニ

ュアルの試案の作成に取り組んだ。情報収集は先

行研究からの調査と北米（米国・カナダ）の文献・

公的機関やNPO等父親支援関係団体の活動を対

象とした。マニュアルの試案作成では、章立てと

その内容について検討を重ねた。 
 
４．ポピュレーションアプローチの視点からの父
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親支援推進に向けた研修とその資材開発に関す

る研究 
 第12回日本公衆衛生看護学会学術集会におい

て実施された、自治体における父親支援の実施に

向けたワークショップで作成・収集された、父親

への支援に関するワークシートを用いた検討を

おこなった。また、現状の母子保健事業を、ポピ

ュレーションアプローチの視点から父親を含め

た家族全体に働きかける仕組みへと見直すこと

を促進するためのポイントについて検討をおこ

ない、研修の手引き案（研修資材）の開発をおこ

なった。 
 
（倫理面への配慮） 
 本研究で使用した政府統計のデータは統計法

に基づく二次利用申請により使用の承諾を得た

ものである。また、本研究は、国立成育医療研究

センターの倫理審査委員会の承認を得て実施し

た（承認番号：2023-121）。また、自治体への調査

に先立ち、同様に国立成育医療研究センターの倫

理審査委員会の承認を得た（承認番号：2023-085）。 
 
Ｃ．研究結果    
１．父親の健康や生活実態、育児参加に関する研

究 
 コロナ禍前後での乳幼児がいる世帯の父親・母

親において、メンタルヘルスのスクリーニングツ

ールである K6 尺度（6 項目を 0-4 点で自記式回

答し、その合計点が 13 点以上だと心理的苦痛が

強いリスクがあると判定）が 13 点以上の割合は

2019 年と 2022 年のいずれでもおおよそ 4％と大

きな差はみられなかった。父親の生活時間の分析

では、2016年と 2021年を比較したところ、仕事

関連時間（仕事と通勤）が 12 時間を越える父親

の割合が減少していた。それにともない、睡眠時

間や家事・育児関連時間が増加していた。多胎児

を育てる父親は単胎児を育てる父親に比べて、睡

眠時間が短いことや、悩みやストレスを抱えやす

いことが示唆された。また、悩みやストレスを公

的機関に相談しているケースはほとんどないこ

とも明らかになった。父親が産前・産後に IPV
（Intimate Partner Violence）の被害を受けている

割合は 13.6%であった。 
 
２．基礎自治体における父親への育児支援の実施

状況に関する研究 
 1,741 の自治体のうち、613（回収率 35.2%）通

の有効回答が得られた。主な対象を母親ではなく

父親とする育児支援事業の実施は、前回調査の

2019 年時点の 6.5%に対し、今回は 10.3%に上昇

していた。父親支援事業を実施していない自治体

のうち、「父親支援事業は実施する必要がある」

と回答している自治体は 75.3%と前回よりも 5%
増加していた。 
 
３．父親の育児支援マニュアルに関する研究 
 カナダから 10 種類、アメリカ合衆国から 9 種

類の合計 19 種類のプログラムとそれに伴うマニ

ュアルの収集を行った。想定される対象者はいわ

ゆる一般的な父親向けのものもあれば、特定のニ

ーズに応じた父親に限定されたものもあった。単

にプログラムの提供を目指したものではなく、父

親自身の Wellbeing や家族全体の幸福や福祉的な

視点などを採り入れたプログラムもみられた。 
 父親支援マニュアル作成のためにこれまでの

好事例集や、全国のさまざまな父親支援プログラ

ムの取り組みなどを参考にマニュアルの章立て

と執筆要項を作成した。また各章の執筆担当者を

決め、執筆に着手した。 
 
４．ポピュレーションアプローチの視点からの父

親支援推進に向けた研修とその資材開発に関す

る研究 
学会のワークショップなどを通じ、母子保健・

子育て支援関係の行政担当者や研究者などから

出された意見を参考に検討を重ねた。研修の手引

き案の妥当性の検討を行い、修正したものを完成

版とした。完成した研修の手引きは「研修の概要」

「研修の前提」「研修の企画」「研修の実施」「研

修の資材」で構成し、研修に活用しやすいように

グループディスカッションに用いるワークシー

トやその際の問いかけ例も掲載した。 
  
Ｄ．考察 
 父親支援のあり方の検討を続ける中で、何か一
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部の父親のみを対象にするような「父親支援事業」

も含め、より多くの自治体で「父親支援事業」が

実施されることを目指すのかどうかが一つの論

点となった。これまでの二次データ解析によるエ

ビデンスからも、多くの父親が産後うつのリスク

があると判定され、育児ストレスに困り、ワーク・

ライフ・バランスをとることに苦心していること

がうかがわれている。そうした実態に対して、よ

り多くの父親を支援し、家族の Wellbeing につな

げることを目指すことも重要なのではないか、と

いう考え方が生じてきた。その中で生まれてきた

視点・取り組みが「ポピュレーションアプローチ

の視点からの父親支援の推進」である。研究班の

課題名には「プログラムの確立」を掲げているが、

この“プログラム”は自治体の事業に限定して考

えない方がよいのであろう。専門家個人の父親に

対する声掛けや、自分の自治体でもっと父親を支

援できる機会・方法はないかと思案するといった、

意識や行動、気づきなどにつながる事柄も含めた

より広い概念で捉え、自治体に、各支援者に「父

親支援」とそれを実践するための方法を広めてい

くことが、父親支援を社会実装につなげる方法な

のだと考えている。今後、自治体の事業の実施状

況の捉え方や、マニュアルや研修資材の開発にお

いても、こうした視点・考え方を踏まえていくこ

とが重要だと考えられる。 
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